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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第３四半期
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 （百万円） 28,065 26,778 40,013

経常利益 （百万円） 3,775 2,848 5,062

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,429 1,958 3,326

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,183 2,037 1,778

純資産額 （百万円） 51,047 51,988 50,644

総資産額 （百万円） 61,376 61,547 62,355

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 97.03 78.23 132.86

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 81.6 83.2 79.7

 

回次
第65期
第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 40.32 43.62

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

 

(1)業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、一部に弱さがあるものの、政府の経済政策や日銀の金融緩和

策等を背景に景気は引き続き回復傾向で推移しました。

また、海外経済におきましては中国をはじめとするアジア新興国や資源国等の経済減速懸念、英国のＥＵ離脱問

題や米国大統領選挙結果がもたらす経済の不確実性の高まりなどがあり、景気の先行きについては依然として不透

明な状況で推移しました。

このような状況の中で当社グループは、中期３ヶ年経営計画「Execution２０１８」の２年目として、グローバル

グループとしての確固たる体制創りに努めました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は26,778百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ1,287百万

円（4.6％）の減収、営業利益は2,503百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ994百万円（28.4％）の減益、経常

利益は2,848百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ926百万円（24.5％）の減益、親会社株主に帰属する四半期

純利益は1,958百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ470百万円（19.4％）の減益となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、前連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前年同期の

数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 

日本

建設機械市場におきましては、首都圏を中心に需要の高まりが見込めましたが、引き続き建設工事の減少と慢性

的な人手不足が影響し、また、レンタル業者のレンタル資産も充実感があり、全体として売上高は減少しました。

設備機器市場におきましては、製造業の設備投資に休息感があったものの、工場設備・水処理プラント関連・浄

化槽向け需要、農業関連・ゲリラ豪雨対策設備などの需要及び官公庁の売上が堅調に推移し、全体として売上高は

増加しました。

これらの結果、売上高は23,731百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ1,471百万円（5.8％）の減収、セグメ

ント利益は2,041百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ467百万円（18.6％）の減益となりました。

 

北米

北米地域におきましては、大統領選挙が終了したことから一部で活性化しましたが、引き続き資源価格低下の影

響により鉱山市場の需要が低迷し、原油、ガス価格下落の影響により油田、ガス田開発需要も低迷したことから、

売上高は減少しました。

これらの結果、売上高は3,743百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ599百万円（13.8％）の減収、セグメン

ト利益は560百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ25百万円（4.4％）の減益となりました。

 

中国

中国地域におきましては、経済の減速等の影響により、ポンプ需要に影響を与えたことから、売上高は減少しま

した。

この結果、売上高は1,629百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ1,851百万円（53.2％）の減収、セグメント

利益は19百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ624百万円（96.9％）の減益となりました。

 

その他

東南アジア地域におきましては、引き続き新興国経済の減速等の影響によるインフラ投資の伸び悩みにより、ポ

ンプ需要に影響を与えたことから、売上高は減少しました。

この結果、売上高は3,992百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ646百万円（13.9％）の減収、セグメント利

益は327百万円と前年同四半期連結累計期間と比べ124百万円（27.5％）の減益となりました。
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(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

 

(3)研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は135百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(4)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因としては、価格競争が激化してきている中で原材料価格の上

昇が懸念され、原材料価格の上昇を製造原価、販売費及び一般管理費のコスト削減で吸収できない場合、また急激

な為替変動等により利益面に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

(5)経営者の問題認識と今後の方針について

雇用・所得環境の改善が継続し、個人消費も底堅く、景気は緩やかな回復基調が続くものと思われますが、中国

経済の減速、原油相場の低迷、欧州・中東の地政学的リスクの拡大等により、先行き不透明な状況が続くものと予

想される中、当社グループは中期３ヶ年経営計画「Execution２０１８」の２年目として総力で設定した課題に取り

組み業績の向上を目指します。

また、当社グループの成長に必要な運転資金及び設備投資資金につきましては、基本的に内部資金及び社債によ

り調達する方針であり、財務内容の健全化と資金運用の効率化を財務の重要事項として取り組んでおります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 27,829,486 27,829,486
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株で

あります。

計 27,829,486 27,829,486 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 27,829 － 5,188 － 7,810

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式  2,790,700
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,017,500 250,175 －

単元未満株式 普通株式     21,286 － －

発行済株式総数 27,829,486 － －

総株主の議決権 － 250,175 －

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決

権10個）含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

株式会社鶴見製作所

大阪市鶴見区鶴見４丁目

16番40号
2,790,700 － 2,790,700 10.03

計 － 2,790,700 － 2,790,700 10.03

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,438 9,690

受取手形及び売掛金 18,170 ※２ 14,753

有価証券 1,265 1,223

たな卸資産 9,028 9,338

その他 1,171 1,046

貸倒引当金 △47 △45

流動資産合計 38,027 36,008

固定資産   

有形固定資産   

土地 7,353 7,382

その他（純額） 4,054 3,870

有形固定資産合計 11,407 11,252

無形固定資産 554 467

投資その他の資産   

投資有価証券 10,668 12,169

その他 1,702 1,652

貸倒引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 12,366 13,818

固定資産合計 24,328 25,539

資産合計 62,355 61,547
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,816 4,526

未払法人税等 538 112

賞与引当金 701 307

その他 2,217 2,056

流動負債合計 9,273 7,002

固定負債   

社債 700 700

長期借入金 800 800

引当金 158 140

退職給付に係る負債 253 232

その他 525 684

固定負債合計 2,437 2,556

負債合計 11,711 9,558

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,188 5,188

資本剰余金 7,896 7,896

利益剰余金 37,451 38,734

自己株式 △2,401 △2,401

株主資本合計 48,134 49,417

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,018 1,396

為替換算調整勘定 838 596

退職給付に係る調整累計額 △263 △180

その他の包括利益累計額合計 1,593 1,813

非支配株主持分 915 757

純資産合計 50,644 51,988

負債純資産合計 62,355 61,547
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 28,065 26,778

売上原価 18,346 18,046

売上総利益 9,719 8,732

販売費及び一般管理費 6,221 6,228

営業利益 3,498 2,503

営業外収益   

受取利息 173 140

受取配当金 115 139

その他 169 162

営業外収益合計 459 442

営業外費用   

支払利息 9 6

有価証券運用損 81 67

その他 90 23

営業外費用合計 181 97

経常利益 3,775 2,848

税金等調整前四半期純利益 3,775 2,848

法人税、住民税及び事業税 927 725

法人税等調整額 272 155

法人税等合計 1,200 880

四半期純利益 2,575 1,967

非支配株主に帰属する四半期純利益 145 9

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,429 1,958
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 2,575 1,967

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △159 378

為替換算調整勘定 △209 △391

退職給付に係る調整額 △23 83

その他の包括利益合計 △391 69

四半期包括利益 2,183 2,037

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,056 2,178

非支配株主に係る四半期包括利益 126 △140
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得
した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を

第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

  　１　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形裏書譲渡高 17百万円 11百万円

 

  ※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。
　　　 　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 ― 403百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半
期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 484百万円 461百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）
　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 500 20 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

平成27年11月11日

取締役会
普通株式 250 10 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金

 
 

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）
　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 375 15 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

平成28年11月11日

取締役会
普通株式 300 12 平成28年９月30日 平成28年12月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 日本 北米 中国 計

売上高         

外部顧客への売上高 19,937 4,342 1,572 25,852 2,213 28,065 － 28,065

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,265 － 1,908 7,174 2,425 9,599 △9,599 －

計 25,203 4,342 3,480 33,026 4,638 37,665 △9,599 28,065

セグメント利益 2,508 586 644 3,739 451 4,191 △693 3,498

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東南アジア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

　　　２　セグメント利益の調整額△693百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△447百

万円、たな卸資産の調整額△254百万円及びその他８百万円が含まれております。全社費用は、

主に報告セグメントに帰属しない提出会社の総務・管理部等の管理部門に係る費用であります。

　　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 日本 北米 中国 計

売上高         

外部顧客への売上高 20,271 3,743 545 24,560 2,218 26,778 － 26,778

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,459 0 1,083 4,543 1,774 6,317 △6,317 －

計 23,731 3,743 1,629 29,104 3,992 33,096 △6,317 26,778

セグメント利益 2,041 560 19 2,622 327 2,949 △445 2,503

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、東南アジア等の現地

法人の事業活動を含んでおります。

　　　２　セグメント利益の調整額△445百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△497百

万円、たな卸資産の調整額42百万円及びその他９百万円が含まれております。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない提出会社の総務・管理部等の管理部門に係る費用であります。

　　　３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントの変更等に関する事項

前連結会計年度より、「その他」に含まれていた「中国」について重要性が増したため報告セグメント

として記載する方法に変更しております。

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の区分方法により作成したものを開示し

ております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

　１株当たり四半期純利益金額 97円03銭 78円23銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
2,429 1,958

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
2,429 1,958

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,038 25,038

　 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【その他】

　第66期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）中間配当については、平成28年11月11日開催の取締役会

において、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。

　①配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 300百万円

　②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12円00銭

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　平成28年12月12日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月13日

株式会社鶴見製作所

取締役会　御中

 

東陽監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 橋田　光正　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡本　 徹 　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社鶴見製

作所の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社鶴見製作所及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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